
農林水産業共同利用施設災害復旧事業

【３４６百万円】

対策のポイント
平成29年に発生した異常な自然災害により被災した農林水産業共同利用施設

の復旧に要する経費を補助します。

＜背景／課題＞

平成29年に発生した異常な自然災害により、農林水産業共同利用施設に被害が発生し

ています。農林水産業の早期再開・復旧を図るため、被災施設の速やかな復旧が必要で

す。

政策目標
被災した農林水産業共同利用施設の速やかな復旧

＜主な内容＞

平成29年に発生した異常な自然災害により被災した農林水産業共同利用施設の復旧に

要する経費を補助します。

（１）対象となる施設の所有者

農業協同組合、森林組合、漁業協同組合、農事組合法人、地方公共団体等

（２）対象となる施設

農林水産物倉庫、農林水産物処理加工施設、共同作業場等の共同利用施設

ただし、法定耐用年数の1.4倍を経過していない施設に限ります。

（３）採択基準及び補助率

補助率

採択基準
40万円まで 40万円を超え
の部分 る部分

一般災害 40万円以上 ２／10

告示地域※2 13万円以上 ４／10 ９／10
激甚災害※1

その他の地域 40万円以上 ３／10 ５／10

※1 梅雨前線豪雨、台風第３号及び台風第21号による災害
※2 激甚災害法施行令第19条の規定に基づき告示された地域

具体的には、農地・農業用施設の年間災害復旧事業費（国の補助額を控除）の関係農家１戸
当たり負担額が２万円を超える地域

（４）補助対象額

被災施設の復旧費を経年減価方式により算出した額。

ただし、当該施設の再取得に要する費用の20％を下限とします。

補助率：９／10、５／10、４／10、３／10、２／10

事業実施主体：農業協同組合、地方公共団体等

［お問い合わせ先：大臣官房文書課災害総合対策室（０３－６７４４－２１４２）］

［平成29年度補正予算の概要］


